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東関東自動車道の全体概要

供用済み（延長約９km ）
（昭和62年度）

供用済み（延長約９km）
（昭和60年度）

供用済み（延長約12km）
（昭和59年度）

供用済み（延長約23km）
（昭和57年度）
供用済み（延長約17km）
（昭和57年度）

供用済み（延長約５km）
（昭和57年度）

供用済み（延長約９km)
（平成21年度暫定供用）

供用済み（延長約９km ）
（平成29年度暫定供用）

事業中(延長約31km)

（再評価対象区間）

供用済み
（延長約4km）
（平成17年度）

潮来IC
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１．事業の概要   

• 東関東自動車道は、常磐自動車道三郷JCTを起点とし、北関東自動車道茨城町JCTを終点とする延長約143ｋｍの
高規格道路。

• 当該路線の周辺には、成田国際空港、茨城空港、鹿島港※1,2、茨城港※1が立地。

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により、首都圏を結ぶ広域な高速ネットワークが形成され、北関東地域
での連携が促進。 ※1重要港湾に指定 ※2国際バルク戦略港湾（資源、エネルギー、食料等の安定的かつ安価な供給のため選定された港湾）に指定

（１） 東関東自動車道の全体事業概要、高速ネットワークの形成
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供用済み
（延長約15km)
（平成30年度）

茨城港

鹿島港

茨城空港

東京都

埼玉県

成田国際空港



東関東自動車道
水戸線（潮来～鉾田）

東
北
道

茨城県

栃木県

千葉県

１．事業の概要   

• 高速ネットワークの形成

• 国際バルク戦略港湾等や空港への
アクセス向上

• 災害時のリダンダンシーの確保

目  的

事業区間 ：自）茨城県潮来市延方

  至）茨城県鉾田市飯名

計画延長・幅員：延長30.9km 幅員13.5m 

車線数：暫定2車線※（完成4車線）

※用地4/4車線、工事2/4車線

計画交通量：12,300台/日～12,800台/日

事業化  ：平成21年度（2009年度）

事業費  ：約2,265億円(前回:約2,100億円)

完成年度：令和13年度※ （前回令和11年度）
※B/C算定上の完成年度

 い た こ し  の ぶ か た

 ほ こ た し  い い な

計画概要

（２） 事業の目的と計画の概要
• 東関東自動車道の潮来ICと鉾田ICのミッシングリンクを結ぶ高規格道路。

• 周辺には鹿島港や鹿島臨海工業地帯、北浦複合団地、上山鉾田工業団地が立地。

位置図
（単位：ｍ）標準横断図
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東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） 延長30.9km
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至 

千
葉
市

至 

水
戸
市

神栖市

北浦

潮来市

かみす し

いたこ し

鹿嶋市
かしま し

鹿島港

行方市
なめがたし

鉾田市
ほこた  し

太平洋
鹿島臨海工業地帯

上山鉾田
工業団地

北浦複合団地

   

い  

た  

こ     

し    

の 

ぶ 

か 

た

茨
城
県
潮
来
市
延
方

   

ほ  

こ  

た     

し     

い  

い  

な

茨
城
県
鉾
田
市
飯
名

12,800台/日
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潮来行方IC
行方IC

鉾田IC

行方PA
（仮称）

12,700台/日

2

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

【凡例】

計画交通量（台/日）

12,300台/日

行方IC～鉾田IC 
令和８年１１月２２日

開通予定

潮来IC～行方IC 
令和９年度開通予定※

（※改良工事等が順調に進捗した場合）

再評価対象

土工部

2.5

13.5

2.53.5 3.51.5

再評価対象

橋梁部
1.75 1.753.5 3.51.5

12.0

いたこ

いたこなめがた なめがた

なめがた

ほこた



（１） 事業の進捗状況
１） 事業の経緯

２．事業の進捗状況と見込み等

○平成   9年 2月 ： 基本計画決定
○平成 20年10月 ： 都市計画決定及び環境影響評価書公告
○平成 21年 5月 ： 整備計画決定（H21年度 事業化）
○平成 21年度 ： 測量着手、用地着手※1

○平成 25年度 ： 用地着手※2

○平成 26年度 ： 埋蔵文化財調査着手
○平成 27年度 ： 工事着手

○平成 29年 3月 ： 有料道路事業許可
○平成 30年 3月 ： 土地収用法に基づく手続きに着手
○平成 31年 2月 ： 土地収用法に基づく事業認定申請
○平成 31年 3月 ： 土地収用法に基づく事業認定告示
○令和 5年 7月 ： 行方PA（仮称）設置位置決定
○令和 7年 8月 ：  インターチェンジ名称公表
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東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） 延長30.9km再評価対象区間至 
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市
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戸
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並行区間

※1国道51号潮来バイパス並行区間、※2 ※1を除く区間

縦 断 図

平 面 図
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事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

【凡例】

計画交通量（台/日）

12,800台/日
12,700台/日

12,300台/日

鹿島港



• 事業区間(３０．９km)の用地取得率は約９９％（令和８年３月末時点）。

• 引き続き、用地取得を推進するとともに、改良工事、跨道橋工事及び舗装工事を実施。

２．事業の進捗状況と見込み等
（１） 事業の進捗状況

２） 前回事業評価以降の主な整備状況①

工事

用地

用地取得率
約97％
（全体）
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東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） 延長30.9km
再評価対象区間至 

千
葉
市

至 

水
戸
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鹿島港

今回
評価時
R8

前回
評価時
R6

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

【凡例】
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工事 用地取得率
約99％※
（全体）

行方PA
（仮称）

用地

行方PA（仮称）

行方PA（仮称）

行方PA（仮称）

行方PA（仮称）

※本線開通に必要な用地取得は完了 4

次頁空撮画像
の取得位置



２．事業の進捗状況と見込み等
（１） 事業の進捗状況

２） 前回事業評価以降の主な整備状況②
① 潮来市 小泉地区

③ 行方市 行方IC

② 潮来市・行方市 潮来行方IC

④ 鉾田市 塔ヶ崎地区

R8.9撮影 R8.9撮影

R8.9撮影 R8.9撮影

5

至：潮来ＩＣ

至：鉾田ＩＣ

小泉高架橋
Eランプ

至：潮来ＩＣ

至：鉾田ＩＣ

至：鉾田ＩＣ

至：潮来ＩＣ

武田川渡河橋

茨城県
施工区間

至：潮来ＩＣ

至：鉾田ＩＣ



基本計画策定（R7.3）

(整備方針・施設計画等)

・整備推進協議会

測量・設計

用地買収

地域振興施設＜行方市＞

用地調査（R6.4～)

工事

行方ＰＡ（仮称）＜国＞

Ｒ５～ 設置位置決定（R5.7）

設計用地説明会（R5.9）

Ｒ５～ 設置位置決定（R5.7）

用地幅杭完了（R5.12）

基本構想策定
（目的、位置、ｺﾝｾﾌﾟﾄ）

・整備推進協議会（R6.1～3）
・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ(R6.2～3）

用地境界確定作業（R6.1～）

Ｒ８

現在

Ｒ６～

PA・地域振興施設の設置位置を

国と市で同時公表（HP掲載）

用地交渉（R6.9～）

用地買収

工事

測量・地質調査（R4～）
詳細設計（R4.10～）

Ｒ４～

概略設計（配置計画検討）Ｒ３～

概略検討（施設、規模等）

Ｒ３～

行方ＰＡ（仮称）・地域振興施設の設置位置

資料）位置図は、R5.7 国土交通省関東地方整備局常総国道事務所HP 

   「『東関東自動車道水戸線（潮来〜鉾田）』 行方パーキングエリア（PA）（仮称）及び地域振興施設の設置位置について（お知らせ）」を一部修正

行方ＰＡ（仮称）・地域振興施設の施設配置イメージ

至：潮来行方IC

地域振興施設

行方PA

（仮称）

遺跡

遺跡
上りIN

下りIN

下りout

上りout

至：潮来行方ＩＣ R8.9撮影

至：行方ＩＣ

行方ＰＡ
（仮称）

行方PA（仮称）の施設概要

・上り線駐車場：37台（乗用車12台、大型車25台）

・下り線駐車場：37台（乗用車12台、大型車25台）

・トイレ

Ｒ６～
Ｒ８

現在

資料） 行方市地域振興施設（道の駅）基本計画（R7.3）

傾斜地

行方 PA(仮称)

小型２４台

大型５０台

高速道路側

駐車場(下り)

小型１３台

大型 ５台

県道側駐車場

小型８１台

大型１３台

高速道路側

駐車場(上り)

小型３２台

大型 ５台

広場

１，５００ｍ2

イベントベース：３００ｍ2

従業員駐車場：３０台

車中泊施設：３台

バックヤード

トイレ

至：行方IC

２．事業の進捗状況と見込み等
（１） 事業の進捗状況

３） 行方PA（仮称）・地域振興施設の進捗状況
• 地域活性化の場として活用する地域振興施設を行方PA（仮称）に併設（農産物等の地域資源の有効活用などを予定）。

• 行方ＰＡ（仮称）については、令和６年９月から用地交渉を開始し、用地買収を実施中。

• 地域振興施設については、行方市が施設整備の方針となる「行方市地域振興施設（道の駅）基本計画」を令和７年３月に策定。

6
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２．事業の進捗状況と見込み等
（２） 社会情勢等の変化

国道５１号の交通状況等

7

死傷事故率

（件／億台キロ）

資料）交通事故

データ（R3～R6）
茨城県内直轄国道平均死傷事故率
：45.3件/億台キロ

• 事業区間と並行する国道５１号の死傷事故率は、鹿嶋消防署南交差点が最も高く、次いで、大船津北交差点が高い。

• 交通事故類型は車両相互の追突事故が多く、全体の約６割を占める。

• 当該路線の開通により、国道５１号を通過する交通が東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）に転換し、交通事故の減
少が見込まれる。

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） 延長30.9km
再評価対象区間至 
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②交通容量の不足等により渋滞が発生①大型車の通過交通が進入

清
水

潮来IC

潮来行方IC

行方IC 鉾田IC

行方PA
（仮称）

11,755台/日
16,845台/日

資料）令和3年度 全国道路・街路交通
情勢調査一般交通量調査

撮影：R8.6

至 千葉市

鹿
嶋
消
防
署
南 神

向
寺

10,272台/日

至 水戸市

旅行速度

(km/h)

0-20

20-30

30-40

40-

スタジアム北交差点
200.0件／億台キロ

大洋総合支所入口交差点
233.1件／億台キロ

大船津北交差点
306.4件／億台キロ

鹿嶋消防署南交差点
333.4件／億台キロ

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

【凡例】

R3センサス日交通量
（台/日）

7時台

17時台

15時台

13時台

11時台

9時台

下
り

上
り

72件

(55%)
25件

(19%)

13件

(10%)

12件

(9%)

2件

(2%)

6件

（5%）

資料）交通事故データ（R3～R6）

交通事故類型

車両相互の

追突事故が約6割

（130件中72件）

【凡例】

車両相互（追突） 車両相互（出会頭）

車両相互（右左折）  車両相互（その他）

車両単独  人対車両

至 水戸市

至 千葉市

資料）ETC2.0

プローブデータ

（令和7年度全日） 

国道51号（大船津北～樅山）を対象に集計



２．事業の進捗状況と見込み等   

①材料単価・労務費の上昇等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５０億円増額

②発生土の仮置場への運搬量の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５９億円増額

③土質改良が必要な土量の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約１７億円増額

④切土部の路床改良の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約２１億円増額

⑤産業廃棄物処理の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約 ４億円増額

⑥追加盛土（余盛）の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約 ５億円増額

⑦仮設工の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約 ９億円増額

 合 計    約１６５億円増額

（３） 事業の見込み等
１） 事業費増加の要因

項目 事業変更内容 増額

単価上昇 ①材料単価・労務費の上昇等
○原材料費の高騰等により、令和６年度に比べて材料単価・労務費が上昇。

 今後も上昇が継続する場合、更なる費用増加の可能性がある。
約５０億円

現場条件の
変更

②発生土の仮置場への運搬量の変更
○想定より地下水位が高い区間や土の性状が悪い区間等があり、追加で

約76万m3の発生土の仮置場への運搬が必要となった。
約５９億円

③土質改良が必要な土量の変更
○追加で仮置場に運搬した約76万ｍ3のうち、約27万ｍ3については土質改

良が必要となった。
約１７億円

④切土部の路床改良の追加
○路床の品質規格に満足しない箇所、わだち掘れを引き起こすほどのたわ

みが確認された箇所については路床改良が必要となった。
約２１億円

⑤産業廃棄物処理の追加
○掘削時に産業廃棄物が確認されたため、産業廃棄物の撤去・処分が必

要となった。
約４億円

⑥追加盛土（余盛）の追加
○盛土完了後、沈下が長期化している箇所が見られたことから沈下を収束

させるための追加盛土（余盛）が必要となった。
約５億円

⑦仮設工の追加 
○排水構造物の施工時において湧水量の増加が確認され、土留及び地下

水位低下工法による対策が必要となった。
約９億円

合計 約１６５億円
8



1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

R6 R7 R8
軽油 生コンクリート セメント

暗渠排水管 粒度調整砕石

1.32（生コンクリート）

1.14（暗渠排水管）

1.13（軽油）

1.13（セメント）

1.12（粒度調整砕石）

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

R6 R7 R8
普通作業員 運転手（特殊） 運転手（一般）

土木一般世話役 交通誘導員B

1.13（交通誘導員B）

1.11（土木一般世話役）

1.08（運転手（一般））

1.07（運転手（特殊））

1.06（普通作業員）

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容①
材料単価・労務費の上昇等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５０億円増額

• 原材料費の高騰等により、令和６年度に比べて材料単価・労務費が上昇。

•今後も上昇が継続する場合、更なる費用増加の可能性がある。

出典：（一財）建設物価調査会および（一財）経済調査会による材料費の平均上昇率※

※適用：茨城県

■建設資機材単価の伸び率（R6.4を基準に算出） ■労務単価の伸び率（R6.4を基準に算出）

出典：公共労務費単価※

※適用：茨城県

単価上昇

9



発生土の仮置場への運搬量の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５９億円増額

• 発生土については、約240万m3の仮置場への運搬を見込んでいた。

•  その後、令和６年度より切土工事に本格着手したところ、想定より地下水位が高い区間や土の性状が悪い区間等が
あり、追加で約76万m3の発生土が直接盛土等に活用できなくなり仮置場への運搬が必要となった。

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容②

仮置場 【 ストックヤード（SY） 】 位置図 ①行方市両宿地区

切土ライン

当初地下水位ライン

施工前の地質調査結果（ボーリング）

410 

240 

+76

0

100

200

300

400

発生土 仮置場運搬

約７６万m3の
運搬が追加

変更計画（仮置場への運搬量）

発
生

土
・
仮

置
場

運
搬

（万
m

3 ）

316

B25-17（No.168＋20）
TP=34.30m   Dep=12.45m

【凡例（洪積層）】
Lm 関東ローム層
Lc 常総粘土層
Ds1 第一砂質土層（細砂、礫混じり細砂）
Ds2 第二砂質土層（細砂、礫混じり細砂）

清水SY

潮来IC～潮来行方IC 
延長11.1km

潮来行方IC～行方IC 
延長11.9km

行方IC～鉾田IC
延長7.9km

潮来IC

行方PA（仮称）
潮来行方IC

矢幡SY

石神SY

北浦複合団地SY

至

千
葉

至

水
戸

①、②行方市両宿地区

②行方市両宿地区

鉾田IC

行方IC

10

切土着手時地下水位ライン
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搬
・土
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良
［万

m
３

］

316

72

約27万m3の
土質改良が追加

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容③

土質改良の状況

土質改良が必要な土量の変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約１７億円増額

• 仮置場へ運搬する予定であった発生土（約240万m3）のうち、約45万m3は発生土利用基準（第3種建設発生土）に適合
しないことから、土質改良を見込んでいた。

• 仮置場へ運搬が必要となった発生土約316万m3のうち土質試験を実施した結果、約72万m3（27万m3増）の土質改良
が必要となった。また、運搬した土で改良しない発生土も、曝気して盛土材として使用した。

変更計画（土質改良が必要な土量）

11

土質試験の結果

土質改良が必要な発生土

含水比が低く、粒度分布が良い

良質な土の状態

含水比が高く、粒度分布が悪い

土が脆い状態

地盤の状態（目安）
（コーン指数：kN/m2）

盛土材として
必要な固さ

400以上

地盤の状態
（コーン指数：kN/m2）

試料土① 253

試料土② 130



12

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容④
切土部の路床改良の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約２１億円増額

•当初、施工前の地質調査結果をもとに、砂質地盤の切土部の路床面については無処理で計画していた。

•切土工事着手後、現位置で採取した砂質土を調査した結果、水分量が多い砂やシルト、粘土が含まれていること等か
ら路床の品質規格を満足しない箇所がみられ、また、締固め後の走行試験によりわだち掘れを引き起こすほどのたわ
みが確認されたため、路床改良が必要となった。

路床改良

位置図

51

鉾田IC

潮来IC
潮来行方IC

行方IC

：路床改良が必要な箇所

走行試験 路床改良の状況

わだち掘れが発生

当初計画 変更計画



13

産業廃棄物処理の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約４億円増額

• 行方市内において、切土部の掘削時に産業廃棄物が確認されたため、産業廃棄物の撤去・処分が必要となった。

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容⑤

位置図

51

鉾田IC

潮来IC
潮来行方IC

行方IC

：産業廃棄物が確認された箇所

産業廃棄物発生状況



２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容⑥
追加盛土（余盛）の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約５億円増額

•潮来IC～行方IC間の盛土部については、施工前の地質調査結果から軟弱地盤対策が必要な区間は地盤改良を実施。

•盛土完了後、潮来IC～潮来行方IC間の一部区間については、沈下収束が長期化している箇所が見られたことから沈
下収束を促進するため、追加盛土（余盛）が必要となった。

位置図 沈下が長期化 追加盛土（余盛）（イメージ）

51

鉾田IC

潮来IC
潮来行方IC

行方IC

：追加盛土（余盛）が必要な範囲

上り線 下り線

ひび割れや段差が発生

段差
約30cm

ひび割れ
上り線

下り線

（拡大写真）

追加盛土（余盛）
が必要な範囲

追加盛土（余盛）

（例：潮来市築地地区）

地盤
改良

地盤
改良

盛土

サンドマット

追加盛土
（余盛）

砂質土層
砂質土層

軟弱地盤（粘性土）

軟弱地盤（表土）

▽ 完成時計画高（路床）

追加盛土（余盛）は
沈下収束後に撤去

14



15

２．事業の進捗状況と見込み等 

横断水路 位置図（例：潮来市延方地区・前川地区）

A～A´断面

オープン掘削＋
水替工（ポンプ排水）

地下水位低下工法
（ウェルポイント工法）

横断水路 横断図（イメージ） 土留＋地下水位低下工法

当初計画 変更計画

ポンプ ウェルポイント土留

土留

GL線（T.P+2.0m）

（３） 事業の見込み等
２） 事業費変更の内容⑦

仮設工の追加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約９億円増額

・排水構造物の施工にあたり当初はオープン掘削及び水替工による施工を想定していた。

・工事着手後、掘削時に湧水量の増加が確認され、オープン掘削では安全性が確保できないことから、土留及び地下
水位低下工法の対策が必要となった。

GL線（T.P+2.0m）

A～A´断面

土留＋
地下水位低下工法

地下水位
T.P+0.8m至

千
葉

至

水
戸

凡例

横断水路

流水方向

A’

A

横断水路既設水路 既設水路

車
道

車
道

路
肩

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）

13.5

3.5 2.51.5

路
肩

分
離
帯

L=約25～50ｍ

横断水路

3.52.5

地下水位
T.P+0.8m



• 行方IC～鉾田IC間については、令和８年１１月２２日に開通予定。

• 潮来IC～行方IC間については、令和９年度の開通※を目指し、工事を進めていく。

• 今後も引き続き、コスト縮減を図りながら事業を推進する。

２．事業の進捗状況と見込み等   
（３） 事業の見込み等

３） 事業進捗の見込みの視点

35451

51

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） L=30.9km

至  

千
葉
市

至  

水
戸
市

16

潮来IC～潮来行方IC
L=11.1km

潮来行方IC～行方IC
L=11.9km

行方IC～鉾田IC
L=7.9km

（※改良工事等が順調に進捗した場合）

行方IC～鉾田IC 
令和８年１１月２２日開通予定

【３工区】【２工区】【１工区】

潮来IC～行方IC 
令和９年度開通予定※

（※改良工事等が順調に進捗した場合）

354



（１） 主な整備効果
○ 高速ネットワークの形成

３．事業の投資効果

ミッシングリンクの解消による広域な高速ネットワークの形成

• 近年、東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）周辺の高速道路の整備が進展。

• 当該路線は、北関東における圏央道外側の高速道路で唯一の未開通区間で、高速ネットワークのミッシングリンク。

• 当該路線の開通により首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域な高速ネットワークが形成され、１）拠点アクセスの向上、
２）防災機能の強化、３）地域振興の支援が期待。

北関東地域

東関東地域
首都圏

羽田空港

成田国際空港

茨城空港

銚子港

再
評
価
対
象
区
間

東
関
東
自
動
車
道
水
戸
線

（
潮
来
～
鉾
田
）延
長

30.9
ｋｍ

   い  た  こ   し    のぶかた

茨城県潮来市延方

   ほ  こ  た   し    い い な

茨城県鉾田市飯名

鹿島港

茨城港

【凡例】

東関東道（供用中）

東関東道（事業中）

＜高速道路＞

開通区間

事業中区間

４車線化事業中区間

調査中区間

＜直轄国道＞

開通区間

事業中区間

17

首都圏中央
連絡自動車道

幸手IC～五霞IC
R7.3.14

４車線運用開始

首都圏中央連絡自動車道
つくば中央IC～つくばJCT
R8.2.27 ４車線運用開始

首都圏中央連絡自動車道
つくばJCT～牛久阿見IC
R7.8.29 ４車線運用開始

首都圏中央連絡自動車道
阿見東IC～稲敷IC

R7.8.29 ４車線運用開始

首都圏中央
連絡自動車道

五霞IC～境古河IC
R8.7.24

４車線運用開始

※前回事業評価以降の4車線運用開始区間を記載
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３．事業の投資効果
（１） 主な整備効果

１） 拠点アクセスの向上（鹿島港へのアクセス向上による物流効率化）

• 鹿島港は国際バルク戦略港湾（穀物）に選定されており、配合飼料の原材料（とうもろこし）の輸入量が全国１位。また、
鹿島港の後背には畜産業が盛んな地域が存在し、鹿島港から毎日飼料を供給。

• 当該路線の開通により、鹿島港から畜産農家への輸送時間が短縮され、配送の効率化や飼料の安定供給が期待。

国際バルク戦略港湾／鹿島港の概要

北海浜航路

配合飼料の輸送状況

• 「国際バルク戦略港湾」は、資源・エネルギー・食糧などの安定的かつ安価
な輸入の実現に役立つ大型船に対応した港湾機能の確保によって、安定
的・効率的な海上輸送網の形成を図ることを目的とした国の政策。

• 鹿島港は、平成23年5月に「国際バルク戦略港湾（穀物）」に選定され、我が
国のバルク物流の一大拠点としての役割が期待されている。

鹿島港における飼料コンビナートの立地状況

資料）鹿島港船舶航行安全の手引き（R5.6）（国土交通省）を加工

鉄鋼コンビナート
石油化学コンビナート

飼料コンビナート

とうもろこしの輸入量 配合飼料の生産量

34.9
32.1 30.9

17.3 17.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

鹿
児
島
県

茨
城
県

北
海
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岡
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県

青
森
県

生
産
量
（万
ト
ン
）

資料）令和6年港湾統計（国土交通省） 資料）飼料月報（R8.1）（農林水産省）

鹿島港は全国1位
茨城県は飼料生産が盛ん

鹿島港⇒鉾田ICの所要時間の変化畜産業産出額 (都道府県別)

資料）農林水産省「令和６年農業産出額（都道府県別）」

鹿島港の後背
には畜産業が

盛んな地域が点在

鹿島港

所
要

時
間

［
分

］

約29分
短縮

資料）開通前：ETC2.0プローブデータ（R7.10 全日 昼間12
時間平均） ※開通後は、東関東自動車道水戸線（潮来～
鉾田）を設計速度80km/hとして算出

資料）企業ヒアリング調査結果（R8.6）

【凡例】

北関東方面の飼料輸送ルート

開通前：国道51号ルート

開通後：東関東道ルート

鹿島港
潮来IC

鉾田IC

鶏卵
生産農家
（栃木県）

肉牛
生産農家
（鉾田市）

栃木県

茨城県

千葉県

埼玉県

北関東道

E50

東関東道

E51

圏央道

C4

常磐道

E6

東北道

E4

51

12トン/日
輸送

4トン/日
輸送
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３．事業の投資効果

• 「関東ブロック道路啓開計画」では、首都直下地震発災時に、茨城・福島方面から常磐道・東関東道を利用した首都
圏への広域支援を想定。当該路線の開通により、緊急輸送機能が強化され、被災地への迅速な救援・救護活動が期待。

• また、鹿行地域の行方市・潮来市は湖沼に囲まれ、橋梁が多く存在。地震や洪水等の大規模災害により橋梁が被災
した際には、内陸や千葉方面等からのアクセスが困難となる。東関東道の整備により、水戸方面からの救援ルートが
形成され、災害発生時のリダンダンシー確保に寄与。

（１） 主な整備効果
２） 防災機能の強化

• 首都直下地震の発災後、72時間以内を目標に、防災拠点と連
絡する路線で道路啓開を実施。

• 都心を中心に広がる放射方向の道路を活用し、八方向から、
全国の応援部隊や緊急物資を防災拠点に輸送。

首都直下地震発災時における広域支援

• 南関東地域を震源とするマ
グニチュード7クラスの地震
が今後30年間で70%程度の
確率で発生すると想定。

• 建物倒壊や火災などによる
死者が最大約1.8万人、揺れ
や火災による全壊・焼失棟
数が最大約40万棟、経済的
被害が約83兆円と想定。 資料）中央防災会議「首都直下地震対策検討ワーキン

ググループ報告書」

資料）関東ブロック道路啓開計画
【地震・津波災害】を一部加工して作成

八方作戦による道路啓開
のオペレーションイメージ

茨城・福島方面か
らの広域支援にお
いて、東関東道が
活用可能となり、
常磐道の代替輸
送路として機能

茨城・福島方面

鉾田

潮来

首都直下地震の概要

E51

資料）国土交通省国土地理院「重ねるハザードマップ」を一部加工して作成

※1.下図画角内で、鹿行地域
の市町村（鹿嶋市、潮来市、
神栖市、行方市、鉾田市）に
接続する河川・湖沼横断橋梁
のうち、洪水浸水想定区域と
重なる橋梁と定義

※2.茨城県庁に災害対策本
部が設置され、水戸市内の
防災拠点等から行方市・潮来
市に救援が実施されると想定

【凡例】

被災リスクのある橋梁※1 

鹿行地域自治体の市役所

救援ルート※２

洪水浸水想定区域（想定最大規模）

霞 ケ 浦

国道354号
鹿行大橋

潮来IC

潮来行方IC

行方IC

鉾田IC

行方市

潮来市

鉾田市

鹿嶋市

神栖市

国道354号鹿行大橋
東日本大震災時における落橋状況

落橋後、1年以上
に渡り通行止め

資料）茨城県鉾田工事事務所HP
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大規模災害時（地震・洪水等）の行方市・潮来市への救援ルート

東関東道

E51

水戸方面

千葉方面

茨城県
内陸方面

神栖方面

鉾田方面

橋梁が被災した場合、内陸や
千葉方面等から行方市・潮来
市のアクセスが困難となり、
東関東道を活用した水戸方

面からの救援が主となる

E51

E6

外浪逆浦
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３．事業の投資効果

成田国際空港

圏央道

茨城空港

1

6

7

鉾田IC

潮来IC

東関東
自動車道
水戸線

（潮来～鉾田）

茨城県の観光消費額の推移

成田国際空港利用、茨城空港利用の訪日外国人客数

①偕楽園

2

②つくば
 サイエンスツアー

⑥国営ひたち海浜公園

⑦大洗磯前神社

8 ⑧鹿島灘海浜公園

⑨鹿島神宮9

⑩小江戸さわら船めぐり

3

③成田山新勝寺

4

5

※「広域関東周遊ルートにおける具体的な１１の
モデルコースを新たに策定しました（観光庁）」を
用いて作成

資料）茨城県観光地：観光いばらきHP（いばらき
観光キャンペーン推進協議会）、鹿島神宮（写真
提供）、千葉県観光地：ちば観光ナビHP（千葉県）
地図：©NTTインフラネット、Maxar Technologies

 【凡例】

主要観光施設

広域関東周遊ルート 「東京圏大回廊」

自然大回廊（太平洋）コース

• コロナ禍後、茨城県の観光消費額及び成田国際空港・茨城空港利用の訪日外国人客数は増加傾向。

• 観光庁が認定する広域関東周遊ルート「東京圏大回廊」の一部は当該路線と並行し、主要観光施設が集積。

• 当該路線の開通により観光周遊性が向上し、県内外・海外からの更なる誘客や地域経済効果の波及が期待。

（１） 主な整備効果
３） 地域振興の支援（インバウンド・県内周遊観光促進の支援）

広域関東周遊ルートの利用促進

※広域関東周遊ルート「東京圏大
回廊」は、観光庁が認定する１１
の広域観光周遊ルートの１つ。訪
日外国人旅行者の周遊促進によ
る地域活性化を目的とし、観光地
域のネットワークを強化するもの。

10

観光促進による経済波及効果

⑤東京ディズニーリゾート(TDR)

 【凡例】
広域関東周遊ルート 「東京圏大回廊」
自然大回廊（太平洋）コース

④佐倉城址公園

全域図
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0

50

100

150
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（10万人） 成田国際空港 茨城空港

資料）茨城の観光レクリエーション現況
（令和7(2025)年観光客動態調査報告）

集計項目：観光目的

資料）出入国管理統計（法務省）※R3年度：データなし R4年度：3人

・東関東自動車道（潮来IC～鉾田IC）の計画交通量（区間加重平均値）：12,600台/日
・高速道路の観光等目的利用割合※1：47.5％
・平均乗車人員※2：1.30人/台
・年間休日日数：約120日/年

⇒道路開通により増加する想定観光入込客数：93.4万人/年

道路開通により増加する想定観光入込客数と観光消費額平均単価（104百円/人）※3

観光面の経済波及効果を試算すると
1年で約97億円/年、50年で約1,927億円/50年（現在価値）

の効果が見込まれる

※1：令和3年度全国道路・街路交通情勢調査基礎集計結果
※2：時間価値原単位及び走行経費原単位(平成20年価格)
※3：茨城の観光レクリエーション現況（令和7(2025)年観光客動態調査報告）

C4

（億円）



茨城町JCT大栄JCT

鉾田IC

潮来IC

再評価対象区間

51

【凡例】

東関東自動車道

事業中区間

＜高速道路＞

開通区間

事業中区間

４車線化事業中区間

＜直轄国道＞

開通区間

事業中区間

東関東自動車道水戸線
（潮来～鉾田）

行方PA（仮称）

潮来行方IC

30.9km

一体評価区間 72.5km

行方IC

３．事業の投資効果

○印は「事業を実施する場合」と「事業を実施しない場合」の比較対象

（２） 広域ネットワークでの費用便益分析

大栄JCT～潮来IC
開通済区間

潮来IC～鉾田IC
事業中区間

鉾田IC～茨城町JCT
開通済区間

B/C EIRR

一体評価区間
（事業全体） 〇 〇 〇 3.4 13.8

一体評価区間
（残事業） 〇 6.0 72.9
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■総便益（Ｂ）

道路事業に関わる便益は、令和22年度の交通量を、整備の有無それぞれに
ついて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上

【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）

当該事業に関わる建設費・維持管理費・更新費を計上

３．事業の投資効果
（３） 費用便益分析（一体評価）

22

注１）便益・費用について、（）内の値は基準年次における現在価値化前を示す。

〔前回〕

・基準年次 ：令和6年度
・分析対象期間 ：開通後50年間
・算出マニュアル ：令和5年12月
・基礎データ ：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査
・交通量の推計年次 ：令和22（2040）年度
・計画交通量 ：8,600～ 41,700台/日
・事業費 ：約3,437億円
・総便益（B） ：約28,439億円（約30,278億円）
・総費用（C） ：約8,722億円（約5,330億円）
・費用便益比（B/C） ：3.3

１）計算条件
〔今回〕

・基準年次 ：令和8年度
・分析対象期間 ：開通後50年間
・算出マニュアル ：令和7年8月
・基礎データ ：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査
・交通量の推計年次 ：令和22（2040）年度
・計画交通量 ：8,800～ 42,800台/日
・事業費 ：約3,602億円
・総便益（B） ：約35,054億円（約32,177億円）
・総費用（C） ：約10,335億円（約5,581億円）
・費用便益比（B/C） ：3.4

【参考】
費用便益比（B/C） ：3.7（社会的割引率２％）
費用便益比（B/C） ：4.0（社会的割引率１％）



注１）便益・費用については、令和8（2026）年度を基準年度とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値、［ ］内の値は基準年次における現在価値化前を示す値である。
注２) 費用便益比算定上設定した完成年度は令和13（2031）年度（前回：令和11（2029）年度）である。
注３）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注４）感度分析については、交通量・事業費は±10％、事業期間は±20％としている。

２）事業全体（一体評価）

３）残事業（一体評価）

３．事業の投資効果

23

便益

(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便
益比

（Ｂ／Ｃ）1,688億円 284億円 68億円
2,039億円

［約4,818億円］ 

費用

(Ｃ)

事業費 維持管理費 更新費 総費用

6.0
169億円 170億円 0億円

338億円
［約604億円］ 

感度分析
（B/C）

-10%
(-20%）

+10%
(+20%）

交通量 5.0 7.2

事業費 6.3 5.7

事業期間 (6.1) (5.9)

便益

(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便
益比

（Ｂ／Ｃ）31,228億円 2,917億円 909億円
35,054億円
［約32,177億円］ 

費用

(Ｃ)

事業費 維持管理費 更新費 総費用

3.4
8,598億円 1,488億円 249億円

10,335億円
［約5,581億円］ 

感度分析
（B/C）

-10%
(-20%）

+10%
(+20%）

交通量 2.9 3.8

事業費 3.4 3.4

事業期間 (3.4) (3.4)



３．事業の投資効果
（４） 費用便益分析（個別評価）
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注１）便益・費用について、（）内の値は基準年次における現在価値化前を示す。

〔前回〕

・基準年次 ：令和6年度
・分析対象期間 ：開通後50年間
・算出マニュアル ：令和5年12月
・基礎データ ：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査
・交通量の推計年次 ：令和22（2040）年度
・計画交通量 ：12,600～ 12,800台/日
・事業費 ：約2,100億円
・総便益（B） ：約1,474億円（約3,625億円）
・総費用（C） ：約2,295億円（約2,345億円）
・費用便益比（B/C） ：0.6

１）計算条件

■総便益（Ｂ）

道路事業に関わる便益は、令和22年度の交通量を、整備の有無それぞれに
ついて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上

【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上

〔今回〕

・基準年次 ：令和8年度
・分析対象期間 ：開通後50年間
・算出マニュアル ：令和7年8月
・基礎データ ：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査
・交通量の推計年次 ：令和22（2040）年度
・計画交通量 ：12,300～ 12,800台/日
・事業費 ：約2,265億円
・総便益（B） ：約1,809億円（約4,233億円）
・総費用（C） ：約2,743億円（約2,489億円）
・費用便益比（B/C） ：0.7

【参考】
  費用便益比（B/C） ：0.99（社会的割引率２％）
費用便益比（B/C） ：1.2（社会的割引率１％）



３．事業の投資効果
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２）事業全体（個別評価）

３）残事業（個別評価）

注１）便益・費用については、令和8（2026）年度を基準年度とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値、［ ］内の値は基準年次における現在価値化前を示す値である。
注２) 費用便益比算定上設定した完成年度は令和13（2031）年度（前回：令和11（2029）年度）である。
注３）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注４）感度分析については、交通量・事業費は±10％、事業期間は±20％としている。

便益

(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便
益比

（Ｂ／Ｃ）1,420億円 319億円 70億円
1,809億円

［約4,233億円］ 

費用

(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

0.7
2,575億円 168億円

2,743億円
［約2,489億円］ 

感度分析
（B/C）

-10%
(-20%）

+10%
(+20%）

交通量 0.4 0.9

事業費 0.7 0.7

事業期間 (0.7) (0.6)

便益

(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便
益比

（Ｂ／Ｃ）1,420億円 319億円 70億円
1,809億円

［約4,233億円］ 

費用

(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

5.4
169億円 168億円

337億円
［約595億円］

感度分析
（B/C）

-10%
(-20%）

+10%
(+20%）

交通量 3.2 7.6

事業費 5.7 5.1

事業期間 (5.4) (5.3)



（５） 事業の投資効果のまとめ（一体評価）

３．事業の投資効果
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主な
その他の効果

時間信頼性向上便益 走行時間のばらつきが縮小（4,223億円）

CO２排出量削減便益 走行速度が改善し、CO２排出量が削減（49億円）

NOx排出量削減便益 走行速度が改善し、NOx排出量が削減（16億円）

騒音低減便益 周辺地区の騒音が低減（42億円）

拠点アクセスの向上 鹿島港へのアクセス向上により、物流効率化や飼料の安定供給が期待

防災機能の強化 緊急輸送機能が強化され、リダンダンシー確保に寄与

地域振興の支援 隣県からのアクセスが向上し、インバウンドや県内の観光周遊を促進

コスト縮減 排水流末箇所の見直しによる構造変更により約１億円縮減

項目 事業全体 残事業

費用

事業費 8,598億円 169億円

維持管理費 1,488億円 170億円

更新費 249億円 0億円

総費用(C) 10,335億円 338億円

便益

走行時間短縮便益 31,228億円 1,688億円

走行経費減少便益 2,917億円 284億円

交通事故減少便益 909億円 68億円

総便益(B) 35,054億円 2,039億円

B/C 3.4 6.0



排水流末箇所の見直しによる構造変更 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約１億円縮減

• 関係機関との排水流末の協議の結果、排水流末箇所を見直し、縦断排水管を約200m削減。

• 排水流末箇所の見直しにより、軽量盛土上に設置する「プレキャストL型擁壁高欄」をコンパクトで経済的な「プレキャ
スト防護柵基礎＋たわみ性防護柵」に変更。

４．事業手法や事業計画・コスト縮減等の視点   
（１）コスト縮減の取り組み

当初計画

軽量盛土

基礎コンクリート

プレキャスト防護柵基礎

たわみ性防護柵

（※縦断排水管削減）

道路面

軽量盛土

縦断排水管

プレキャストL型擁壁高欄
道路面

位置図
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鉾田IC

潮来IC
潮来行方IC

行方IC

：排水流末の見直し箇所

変更計画（排水流末箇所の見直しによる構造変更）

盛土区間

排水流末箇所（変更）

縦断排水管200m削減

盛土区間

排水流末箇所（当初）

軽量盛土区間 跨道橋

縦断排水管

軽量盛土区間 跨道橋

＜平面図＞

＜平面図＞ ＜横断図＞

＜横断図＞

プレキャスト
L型擁壁高欄

たわみ性防護柵
＋

プレキャスト
防護柵基礎
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５．関連自治体等の意見
（１） 茨城県からの意見
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＜茨城県知事からの意見＞

⚫ 徹底したコスト縮減による地方負担の軽減に努めるとともに、今回の事業費増をもって確実に全線開通するようお願
いいたします。

⚫ さらに、一日も早い全線開通に向けた整備推進をお願いいたします。



• 首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域な高速ネットワークを形成。

• 鹿島港（国際バルク戦略港湾）のポテンシャル向上や北関東方面への輸送時間短縮・物流効率化が期待。

• 災害時において、常磐道の代替輸送路として機能し、緊急輸送道路ネットワークが強化。

• 隣県からのアクセスが向上し、インバウンドや茨城県内における広域観光周遊を促進。

• 費用便益比（B/C）は３.４である。

（１） 事業の必要性等に関する視点

６．今後の対応方針（原案）

• 行方IC～鉾田IC 間については、令和８年１１月２２日に開通予定。

• 潮来IC～行方IC間については、令和９年度の開通※を目指し、工事を進めていく。 （※改良工事等が順調に進捗した場合）

• 工事においては、今回の増額内容も含めて引き続き精査を行い、コスト縮減に努めながら事業を実施。

（２） 事業進捗の見込みの視点

（４） 対応方針（原案）
• 事業継続とする。

• 本事業は首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域な高速ネットワークの形成、港湾や空港へのアクセス向上、災害時のリ
ダンダンシーの確保、地域振興の支援の観点から、事業の必要性・重要性は高く、コスト縮減を踏まえつつ早期の効
果発現を図ることが妥当と考える。

（３） コスト縮減や代替案立案などの可能性の視点
• 排水流末箇所の見直しによる構造変更により約１億円のコスト縮減を実施。
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